
災害被害を軽減するため、地域の
人々が互いに連携・協力していく
社会が「防災協働社会」です。
ここでは、防災協働社会の実現に
向けて愛知県防災局が実施してい
る取組の一部を紹介します。

あいち防災協働社会推進協議会
　今後、発生が予想される南海トラフ地震や風水害などの自然災害による被害を軽減し
ていくためには、県民のみなさんの自然災害への危機意識を高め、災害に備えて実際に
行動するよう促し、県民のみなさんの一人ひとりの「自助」、地域社会における「共助」、
行政による「公助」の三つが連携した防災協働社会を形成していく必要があることから、
行政機関、事業者団体、地域団体、ボランティア団体等が参加する「あいち防災協働社
会推進協議会」を平成19年7月に設立しました。
　協議会は、会長の知事を始め、行政機関、事業者団体、地域団体、ボランティア団体
等の代表者40名で構成するほか、アドバイザーを2名配置しています。
　本協議会では、災害被害の軽減に向けた県民運動を展開していくため、①防災知識の普
及啓発、②安全への備えの促進、③連携による地域防災力の向上の3点を重点取組事項
とした「災害に強い地域づくりに向けた活動方針」を定め、この活動方針に基づき、各
構成団体とともに、防災協働社会の推進に向けて取り組んでいます。

防災・減災カレッジ
　災害被害の軽減に向けた県民運動を推進しているあいち防災協働社会推進協議会で
は、地域の産学官民が連携、協働して防災人材を育成する「防災・減災カレッジ（防
災人材育成研修）」を平成 24年度からスタートさせました。平成26年度は、「防災
基礎研修」を名古屋大学と豊田市福祉センターの２か所で開催したのを皮切りに、災
害時にボランティアコーディネーターとして活動したい方向けの「防災ＶＣｏコース」、
地域防災の担い手を目指したい方向けの「地域防災コース」などの５つのコース（各
コース３日間）と「啓発指導講座」、「救命救急講座」など３つの選択講座（各講座半
日間～１日間）をより多くの方に受講していただけるよう、実施回数を２回に増やし
て実施しました。
　また、名古屋市の防災指令センターや県の災害情報センター、庁舎の免震構造等の
防災関係施設を見学する防災・減災ツアーも企画するなど、新たな内容も盛り込んで
います。
　災害に負けない愛知を一緒に作っていくために、今後も多くの方々の参加を募集し
ています。

　災害被害を軽減するための県民運動をするための様々な防災情報
資料を発行しています。市町村の自主防災組織やあいち防災協働社
会推進協議会構成員を通じて県民に配布する他、HPでも掲載し、
防災知識の普及啓発を図っています。

地震対策に向けて

あいち防災協働社会推進大会（あいち防災フェスタ）
　南海トラフ地震などの大規模災害に備え、地域の防災力を高めるため、県
民のみなさんや自主防災組織、企業、ボランティア等が連携し、一体となって
防災対策に取り組む防災協働社会の形成を推進することが重要となってい
ます。こうした中、防災意識の向上や災害ボランティア活動への理解の促進を
目的とするあいち防災フェスタ（あいち防災協働社会推進大会）を「あいち地
震防災の日」である11月の第2日曜日に、防災＆ボランティアフォーラムと同
時開催しています。オープニングセレモニーでは、防災活動に積極的に取り組み、
地域防災力の向上に貢献した団体に対して、防災貢献団体表彰が贈られます。
　セレモニー以外にも来場者が参加できる体験型のイベントが多数あり、過去
には各ブースにおいて炊飯体験や豚汁の炊出し、災害時に役立つ知識の紹介や
津波・大規模風水害対策車を始めとする防災関係車両の展示などが実施されま
した。あいち防災フェスタへの参加をきっかけに、子どもからお年寄りまで、
楽しみながら防災に関心をもっていただくような内容となっています。

　愛知県では、戦後最大の甚大な被害をもたらした東日本大震災を教訓とし
て、これまでの地震被害予測調査を最新の知見に基づいて見直しました。主
に海溝型地震について、ハザードの予測（地震動、液状化、津波等）、被害予測
（建物被害、人的被害、ライフライン被害、経済被害額等）を調査しました。そ
の被害想定、南海トラフ地震に対する国の対策の考え方などを踏まえ、地震
から県民のみなさんの生命・財産を守る強靭な県土づくりを目指して、平成
26年12月に第３次あいち地震対策アクションプランを策定しました。
　第３次あいち地震対策アクションプランに基づく本県の地震防災対策が、
県内市町村、さらには、各家庭や事業者など様々な主体に周知され、各主体に
よる対策の実施につながることで、「自助」「共助」「公助」による防災協働社
会の形成が、効果的に推進されることが期待されます。
　

防災啓発資料の発行

あいち防災通信のページ
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個人事業

1.  命を守る
2.  生活を守る
3.  社会機能を守る
4.  迅速な復旧•復興を目指す
5.  防災力を高める
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※上図は平成 26年度の内容

●あいち防災通信＜各号見出し＞
第１１号：阪神・淡路大震災から２０年　
              ～いま、私たちに出来ること～
号　外：愛知県　東海・東南海・南海地震等被害予測調査結果公表
第１０号：過去の災害に学び、来たる災害に備える！
第９号：南海トラフの巨大地震に備えよう
第８号：濃尾地震120年を経て～想いをはせよう過去の被害～
第７号：私たちを襲う津波の脅威～カギはあなたの危機意識～
第６号：東海地震・東南海地震・南海地震は同時に発生する？
　　　　　 ～その研究の取組を紹介します～
第５号：①東海豪雨から１０年
　　　：②家具や書庫等の転倒防止 
第４号：東海地震や東南海地震に備えましょう。
第３号：伊勢湾台風から５０年
第２号：家族で学ぶ東海・東南海地震
創刊号：防災恊働社会って何？

防災基礎研修（名古屋会場）

（6月28日（土）：500名）
（10月4日（土）：300名）

防災基礎研修（三河会場）

（7月5日（土）：400名）

啓発指導講座
（9月19日（金）または1月31日（土）：各40名）

メディア講座
（9月27日（土）：各50名）

防災•減災ツアー
（10月10日（金）午後40名）

救命救急講座

（9月12日（金）午前•午後
 1月24日（土）午前•午後　各30名）

選択講座

市民防災コース

第1 回（9月6日（土）及び9月20日（土）：60名）
第2回（11月29日（土）及び12月6日（土）：60名）

企業防災コース

第1 回（8月22日（金）及び29日（金）：60名）
第2回（12月13日（土）及び12月20日（土）：60名）

防災行政コース
（7月18日（金）及び8月8日（金）：70名）

地域防災コース

第1 回（7月12日（土）及び8月2日（土）：50名）
第2回（10月18日（土）及び11月15日（土）：50名）

防災VCo        　コースボランティア
コーディネーター

第1 回（7月12日（土）及び７月26日（土）：30名）
第2回（10月18日（土）及び10月25日（土）：30名）


